※参考例※

「特定秘密の保護に関する法律案の概要」に対する意見書

２０１３年（平成２５年）９月　日

　　内閣官房内閣情報調査室御中

特定秘密の保護に関する法律案を読みましたが，このような法律は制定すべきではありません。

国家秘密法案が国会に提出されたのは，東西冷戦の時代でした。現在はそのような時代ではありません。国家観の対立や地域紛争，テロ活動などが起こってはいますが，これらの問題の背景は，経済格差による深刻な貧困や，情報不足により相互理解が十分にできていないことなどがあります。

法律案は，i)防衛，ii)外交，iii)外国の利益を図る目的で行われる安全脅威活動の防止、iv)テロ活動防止の４分野を秘密情報の対象として，これまで以上に情報の秘密の壁を強固にし，世界に対峙するという考え方を鮮明にしています。

平和憲法を基本的な価値原理とする我が国のあり方としては，強固な秘密の壁を作って相互不信や対立の深刻化に向かうのではなく，情報公開を推し進め，人間交流や経済交流を活発にし，相互がそれぞれ相手を必要とする関係を築くことにより，世界に相互信頼の輪を広げることに努めるべきです。

重要な情報の管理は，管理ルールを適正化することで実現すべきで，管理する人を厳しく監視することで実現することはプライバシー侵害です。

秘密情報の提供先になることが想定される国会議員や裁判官を処罰の対象とすることも異常です。

このような法律は，一旦成立すると，今後長きにわたって日本の世界観として周辺国家から評価判断される指標になります。政府はそのことの甚大な影響を真摯に考えるべきです。
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